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１【提出理由】

　当社は、平成25年８月16日開催の取締役会において、株式会社日本技芸の株式を51.01％取得し、子会社化することについて決

議いたしましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の２の規

定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。

 

２【報告内容】

(1）取得対象子会社の概要

①　商号 株式会社日本技芸

②　本店所在地 東京都渋谷区初台一丁目47－１

③　代表者の氏名 代表取締役社長　　御手洗　大祐

④　資本金 135百万円

⑤　純資産の額 71百万円

⑥　総資産の額 162百万円

⑦　事業の内容 パッケージソフトウェア事業

⑧　取得対象子会社の最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

決算期 平成22年８月期 平成23年８月期 平成24年８月期

売上高 231百万円 233百万円 245百万円

営業利益 △43百万円 △77百万円 △43百万円

経常利益 △40百万円 △75百万円 △43百万円

当期純利益 △42百万円 △88百万円 △63百万円

⑨　当社と取得対象子会社との
間の資本関係、人的関係及
び取引関係

資本関係
当社と当該会社の間には、特筆すべき資本関係はありません。また、
当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間に
は、特筆すべき資本関係はありません。

人的関係
当社と当該会社の間には、特筆すべき人的関係はありません。また、
当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間に
は、特筆すべき人的関係はありません。

取引関係
当社と当該会社の間には、特筆すべき取引関係はありません。また、
当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間に
は、特筆すべき取引関係はありません。

※百万円未満を切り捨てております。

※当該会社の財務諸表をもとに数値を記載しております。

※当該会社の財務諸表は会計監査を経ておりません。
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(2）取得対象子会社に関する子会社取得の目的

　株式会社日本技芸は、Ｗｅｂサイトの企画立案、制作・開発、運用等を行うほか、Ｇｏｏｇｌｅ社が提供するGoogle Apps™

for Businessおよびｓａｌｅｓｆｏｒｃｅ社が提供するforce.comの拡張サービスであるコラボレーティブウェア（※１）

「ｒａｋｕｍｏ」シリーズの開発、販売を行っており、「ｒａｋｕｍｏ」シリーズの2013年７月時点での利用企業数は約400

社、合計ユーザー数は約11万人となっております。

　「ｒａｋｕｍｏ」シリーズのコンセプトは、中小企業も含めて日本中のあらゆる企業がデータに基づいた経営判断ができ

るようになるように支援していくことであります。具体的には、営業活動や社内業務をデータで可視化し、データに基づいた

経営判断が行える環境を作ることで、経営情報が社員にフィードバックされ、社員が会社の方針に則って自律的かつ戦略的

に業務にあたれるようにすることを目指しています。

　当社グループは、「ビジネスの未来をデジタルで創る、日本の未来をデジタルで創る」ことをミッションに掲げ、これまで

は、企業とユーザーのエンゲージメントを実現するためのマーケティング分野において、顧客企業の支援を中心に行ってま

いりました。株式会社日本技芸の子会社化により、当社グループは、データを用いた社内業務の効率化、生産性の向上といっ

た分野においても、顧客企業の支援を行うことができるようになり、また、クラウドソリューション分野における開発力およ

び販売力の強化も図れることで、当社グループの中長期的な企業価値向上につながると判断し、本株式譲渡契約の締結に至

りました。

 

※１　コラボレーティブウェアとは：スケジューラー、電話会議ツール、チャットツール、ワークフローなど企業内の業務支

援をするグループウェアやウェブコンテンツ管理アプリケーション等のサービス

 

(3）取得対象子会社に関する子会社取得の対価の額

　取得価格の売買代金311百万円に子会社取得にあたって支払うデューデリジェンス費用その他諸経費４百万円（概算額）

を含め315百万円（概算額）を予定しております。

 

以上
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